
１　総括

　（１）人件費の状況（普通会計決算）

区分

　（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

　（３）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

　　　３　ラスパイレス指数（地域手当補正後ラスパイレス指数を含む）の算出に当たっては、60歳に達した
　　　　日後の最初の４月１日以後に支給される給料月額について、本来の給料月額の７割水準に設定される
　　　　職員を除いています。

※　令和６年４月１日のラスパイレス指数が100を超えている理由及び改善の見込みについて

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

　　　２　職員数については、令和５年４月１日現在の人数です。また、任期付短時間勤務職員、暫定再任用
　　　　職員（短時間勤務）、定年前再任用短時間勤務職員及び会計年度任用職員を含みません。

　　　３　給与費については、任期付短時間勤務職員、暫定再任用職員（短時間勤務）及び定年前再任用短時間
　　　　勤務職員の給与費が含まれていますが、会計年度任用職員の給与費は含まれていません。

（注）１　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国
　　　　の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用
　　　　職員の俸給月額を100として計算した指数です。

　　　２　（　）書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指しています。地域手当補正後ラスパイ
　　　　レス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、
　　　　地域手当の支給割合を用いて補正したラスパイレス指数です。
　　　　（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給割合）/（１＋国の指定基準に基づく
　　　　地域手当支給割合）により算出。）

千円 千円

4,113 14,678,633 5,218,887 7,010,022 26,907,542 6,542 6,577

千円

５年度

人 千円 千円 千円

区分
職員数
（Ａ）

給　　与　　費 （参考）１人
当たり給与費
（Ｂ／Ａ）

（参考）特別
区平均１人当
たり給与費給料 職員手当 期末・勤勉手当 計（Ｂ）

％

733,634人 312,328,717 2,711,247 38,269,783 △ 1,727,161 12.3

千円

５年度

　６年１月１日現在 千円 千円 千円

大田区の給与・定員管理等について

住民基本台帳人口 歳出額（Ａ） 実質収支 人件費（Ｂ）
人件費

対前年度増減
人件費率

（Ｂ／Ａ）

当区では、比較的採用人数の少なかった経験年数15年から25年程度の大卒職員および経験年数20年から25年程度

の高卒職員が係長職、管理職に合格をしており、このことが国の職員構成で比較するラスパイレス指数を押し上げ

ている主な要因になっている。今後も特別区人事委員会勧告を踏まえ、適正な給与水準を保っていく。
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　（４）給与改定の状況

①月例給

（注）　「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラスパイレス比較した
　　　平均給与月額です。

②特別給　（期末・勤勉手当）

（注）　「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支給月数」は
　　　期末手当及び勤勉手当の年間支給月数です。

　（５）給与制度の総合的見直しの実施状況について

①給料表の見直し

　[　　実施　　　　　　未実施]

　　実施内容（平均引下げ率、実施（実施予定）時期、経過措置の有無等具体的な内容

②地域手当の見直し

　　実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合）

（参考）

③その他の見直し内容

　　（支給割合）　国基準20％に対し、大田区においても20％を支給

　　（実施時期）　平成27年４月１日より実施

　管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国や他団体と均衡を図り見直しを実施。
　（平成27年４月1日実施）

６年度 4.87月 4.65月 0.22月 0.20月 4.85月 4.60月

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給割合
　　　の見直し等に取り組むとされている。

　　（給料表の改定実施時期）　平成２７年４月１日

　　（内容）　特別区の存する地域における地域手当の支給割合を２％引き上げ20％に設定するとともに、
              給料月額について地域手当の支給割合の引上げ分と同率程度引下げ。
　　　　　　　Ⅰ類初任給までの号給等は引下げなし。これらの号給付近等は引下げを緩和。

2.76%
2.89%

区分

人事委員会の勧告

年間支給月数
（参考）
国の年間
支給月数

民間の支給
割合（Ａ）

公務員の支給
月数（Ｂ）

格差（Ａ－Ｂ） 勧告（改定月数）

６年度 393,192円 382,163円
11,029円

2.89% 2.89%

区分
人事委員会の勧告

給与改定率
（参考）
国の改定率民間給与（Ａ） 公務員給与（Ｂ） 較差（Ａ－Ｂ） 勧告（改定率）

4月1日時点 遡及改定後

 国基準による支給割合 18% 18% 18.5% 20% 20% 20% 20% 20% 20% 20% 20% 20%

 大田区の支給割合 18% 20% 20% 20% 20% 20% 20% 20% 20% 20% 20% 20%

令和６年度

各年度の支給割合

令和５年度令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度平成30年度平成26年度
平成27年度

平成28年度 平成29年度
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

　（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和６年４月１日現在）

　（２）職員給与費の状況（普通会計決算）①一般行政職

②医療職

　（３）特記事項
医師・歯科
医師職

看護・保健職

医師・歯科
医師職

看護・保健職

医師・歯科
医師職

看護・保健職  

特別区
平均

52歳11ヵ月 487,432円 923,610円 906,048円

41歳2ヵ月 293,479円 393,891円 361,602円

国

53歳11ヵ月 515,073円 ― 845,153円

48歳2ヵ月 325,124円 ― 365,921円

大田区

59歳5ヵ月 515,875円 939,741円 924,670円

38歳11ヵ月 280,256円 364,622円 343,554円

特別区平均 39歳10ヵ月 298,662円 424,891円 374,938円

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

（国比較ベース）

東京都 42歳6ヵ月 318,089円 458,519円 400,162円

国 42歳2ヵ月 323,823円 ― 405,378円

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

（国比較ベース）

大田区 39歳5ヵ月 299,329円 413,525円 376,288円
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③技能労務職

参考

平均年齢 職員数
平均給料

月額
平均給与
月額(Ａ)

平均給与
月額（国
比較ﾍﾞｰｽ)

対応する
民間の

類似職種
平均年齢

平均給与
月額（B)

A/B

54歳11ヵ月 372人 285,648円 390,242円 349,242円 － － － －

うち
清掃職員

53歳2ヵ月 249人 289,082円 410,004円 355,958円
廃棄物
処理業
従業員

47歳9ヵ月 314,900円 1.3

うち
用務

60歳1ヵ月 40人 264,695円 326,162円 319,344円 用務員 49歳2ヵ月 244,800円 1.33

うち
学校給食員

0人
飲食物調
理従事者

44歳9ヵ月 261,900円 0.00

うち
守衛

61歳2ヵ月 7人 252,200円 328,417円 302,640円 警備員 51歳0ヵ月 255,600円 1.28

うち
自動車運転手

59歳8ヵ月 4人 275,250円 439,916円 333,900円
自家用乗
用自動車
運転者

59歳7ヵ月 251,000円 1.75

50歳6ヵ月 1,211人 286,976円 388,004円 353,700円 － － － －

51歳3ヵ月 1,829人 288,144円 － 330,553円 － － － －

53歳8ヵ月 228人 284,926円 387,351円 349,817円 － － － －

　

　

※　民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用（令和２年～令和４年の３ヵ
　年平均）しています。

※　技能労務職の職種と民間の職種等の比較に当たり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致
　しているものではありません。

※　年収ベースの「公務員（C)」及び「民間（D)」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公
　務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加え
　た試算値です。

　うち　守衛 4,995,258円 3,481,800円 1.43

　うち　自動車運転手 6,599,621円 3,307,700円 2.00

　うち　用務員 5,148,792円 3,297,300円 1.56

　うち　学校給食員 3,438,100円 0.00

大田区 － － －

　うち　清掃職員 6,506,705円 4,376,300円 1.49

特別区平均

区分

参　考

年収ベース（試算値）の比較

公務員（C） 民間（D) C/D

国

区分

公　務　員 民　　間

大田区

東京都
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　　 ④教育職（指導主事、社会教育主事）

※　東京都は「小中学校教育職」の数値を表示しています。

　　 　（２）職員の初任給の状況（令和６年４月１日現在）

大  田  区 東　京　都

198,000円 ―

182,000円 188,000円

技能労務職 173,200円 185,400円

医 療 職 226,300円 ―

　 　（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和６年４月１日現在）

10年 15年 20年 25年 30年  

大学卒 274,329円 332,231円 365,482円 399,650円 402,117円

高校卒 229,563円 278,108円 322,588円 403,400円 412,833円

― ― ― 309,850円 295,927円

　技能Ⅲ
　（用務・調理等）

技能労務職

　Ⅰ類
　（保健師・大学卒程度）

区    分

経  験  年  数

一般行政職

―

―

　（注）１　「平均給料月額」とは、令和６年４月１日現在における職種ごとの職員の基本給の平均です。

　　　　２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手
　　　　　当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされ
　　　　　ているものです。
　　　　　　また、「平均給与月額(国比較ベース)」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務
　　　　　手当等を除いたもの）で算出しています。

区    分 国

一般行政職

　Ⅰ類（大学卒程度）

　Ⅱ類（短大卒程度）

　Ⅲ類（高校卒程度）

220,000円 225,500円
　総合職（大卒） 230,000円

　一般職（大卒） 220,000円

―

　一般職（高卒） 188,000円

東　京　都 39歳10ヵ月 341,332円 441,317円

特別区平均 38歳4ヵ月 331,651円 443,446円

区    分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

大  田  区 42歳9ヵ月 404,120円 574,681円
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３　一般行政職の級別職員数等の状況

区分
最高号給の
給料月額

６　級 518,100円

５　級 457,100円

４　級 431,000円

３　級 408,800円

２　級 357,600円

１　級 323,900円

（注）１　大田区給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

　　　２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

　　　３　構成比について、表示単位未満を四捨五入しているため、端数処理の関係で合計は100％にならない

#####
 　地方公
務員の給

　係長
級

 

係　　　　員 1,032人 41.9% 177,400円

　　　　場合があります。

係 長、主 査 503人 20.4% 254,100円

主　　　　任 556人 22.6% 231,500円

課　　　　長 139人 5.6% 303,500円

課 長  補 佐 207人 8.4% 276,700円

部　　　　長 28人 1.1% 379,400円

　（１）一般行政職の級別職員数の状況（令和６年４月１日現在）

標準的な職務内容 職員数 構成比
１号給の
給料月額

１級 41.9% １級 41.0% １級 40.5%

２級 22.6% ２級 22.3% ２級 24.7%

３級 20.4% ３級 21.0% ３級 21.3%

４級 8.4% ４級 8.6% ４級 6.3%

５級 5.6% ５級 5.9% ５級 6.2%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

令和６年 １年前 ５年前

一般行政職における構成比の推移

８級

７級

６級

５級

４級

３級

２級

１級

構成比

6級 1.1% 6級 1.2% 6級 1.0%
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　（２）国との給料表カーブ比較表（行政職（一））　（令和６年４月１日現在）
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　（３）昇給への人事評価の活用状況（大田区)

①人事評価の昇給区分への適用状況

②昇給区分の適用人数

　（１）人件費の状況（普通会計決算）

区分 合計 管理職員 一般職員

令和７年度

　職員数（ａ） 3,353 160 3,169

　比率（ｂ／a）

　昇給区分がＡ・Ｂと判定された職員数（ｂ） 1,234 67 1,135

（注）１　a・b欄ともに「自治法派遣者（他区等から派遣された者を除く）」・「外国派遣者及び公益的
　　　　法人等派遣者」・「勤務成績判定期間中の判定ができない者」・「最高号給の者」を除いた方を
　　　　対象にしています。

　　　２  ｂ欄には、勤務成績等に応じて昇給区分が「Ａ　極めて良好」（６号昇給）・「Ｂ　特に良好」
　　　　（５号昇給）と判定された職員数を掲載しています（標準は「Ｃ　良好」で４号昇給）。

36.8% 41.9% 35.8%

イ　　人事評価を実施している

　活用している昇給区分
昇給可能
な区分

昇給実績が
ある区分

昇給可能
な区分

昇給実績が
ある区分

　　上位、標準、下位の区分 〇 〇 〇 〇

　　上位、標準の区分

　　標準、下位の区分

　　標準の区分のみ(一律)

ロ　　人事評価を実施していない

　　活動予定時期

令和6年4月2日から令和7年4月1日
までにおける運用

管理職員 一般職員

〇 〇
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４　職員の手当の状況

　（１）期末手当・勤勉手当

1,673 千円 1,907 千円

　加算措置 　加算措置 　加算措置

（注）　（　）内は、暫定再任用職員に係る支給割合です。

　　　勤務成績は５段階の成績段階に区分し、表１のとおり成績率を適用します。

表１ 表２

○勤勉手当への人事評価の活用状況（大田区）

最下位 9500／10000  技能１級職 25／10000

中　位 10000／10000  主任、統括技能長、技能長 100／10000

下　位 9750／10000  係員、技能主任 50／10000

最上位
支給の都度決定

 管理職員 500／10000

上　位
 係長級
 (課長補佐、係長(再任ﾌﾙ含)、主査)

200／10000

　【参考】勤勉手当への勤務成績の反映状況

　　　勤勉手当は、勤務成績に応じた一定の割合を乗じた上で支給額を決定します。

　　　この割合を成績率といいます。

　　　最上位と上位の成績率は、成績段階が下位及び最下位の者が拠出する額と職員から一律に拠出した額と
　　を加えた額に平成24年６月分から扶養手当相当分を加えた額を原資として、上位と最上位の者に再配分し
　　て算出します　（職員の一律拠出額は、表２のとおり勤勉手当額に一定割合を乗じた額となります）。

勤務成績
（成績段階）

成績率 判定区分 拠出割合

　・職務段階別加算　５～20％ 　・職務段階別加算　３～20％ 　・役職加算　　５～20％

　・管理職加算　　　15・20％ 　・管理職加算　　　15～25％ 　・管理職加算　10～25％

 （加算措置の状況）  （加算措置の状況）  （加算措置の状況）

　職制上の段階、職務の級等による 　職制上の段階、職務の級等による 　職制上の段階、職務の級等による

期末手当 　　勤勉手当 期末手当 　　勤勉手当 期末手当 　　勤勉手当

（1.35月分） 　（1.10月分） （1.35月分） 　（1.10月分） （1.375月分） 　（0.975月分）

2.40月分 　　2.25月分 2.40月分 　　2.25月分 2.45月分 　　2.05月分

大　田　区 東京都 国

　１人当たり平均支給額（５年度） 　１人当たり平均支給額（５年度）
－

 （５年度支給割合）  （５年度支給割合）  （５年度支給割合）

イ　　人事評価を実施している

　活用している成績率
支給可能
な成績率

支給実績が
ある成績率

支給可能
な成績率

支給実績が
ある成績率

　　上位、標準、下位の成績率 〇 〇 〇 〇

　　上位、標準の成績率

　　標準、下位の成績率

　　標準の成績率のみ(一律)

ロ　　人事評価を実施していない

　　活動予定時期

令和6年4月2日から令和7年4月1日
までにおける運用

管理職員 一般職員

〇 〇
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（支給率）

　　　

　一人当たり
　平均支給額

2,285千円 20,014千円

（注）１　退職手当の１人当たり平均支給額は、令和５年度に退職した特別職を含む職員（全職種）に支給さ
　　　　れた平均額です。

その他の加算措置  定年前早期退職特例措置　2～20％加算 その他の加算措置  定年前早期退職特例措置  2～45％加算

(退職時特別昇給　公務上の死亡等  8号給)

最高限度額 39.75月分 47.70月分 　最高限度額 47.709月分 47.709月分

勤続35年 39.75月分 47.70月分 　勤続35年 39.7575月分 47.709月分

24.586875月分

勤続25年 28.00月分 32.95月分 　勤続25年 28.0395月分 33.27075月分

自己都合 勧奨・定年 　（支給率） 自己都合 応募認定・定年

勤続20年 18.00月分 24.55月分 　勤続20年 19.6695月分

　（２）退職手当(令和６年４月１日現在）

大田区 国

　２　「応募認定・定年」のうち「定年」には、定年退職及び定年引上げ前の定年年齢に達した日以後そ
　　の者の非違によることなく退職した場合を含みます。
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　（３）地域手当(令和６年４月１日現在）

　（４）特殊勤務手当(令和６年４月１日現在）

清掃業務手当

清掃事務所等に勤務する
自動車運転Ⅱ、自動車整
備及び作業Ⅲの職員によ
る清掃業務

 清掃事業課
 清掃事務所

39,640,300円
日額
700円

児童福祉業務手当

児童相談所、児童養護施
設及び児童自立支援施設
に勤務する職員による児
童の一時保護や家庭訪問
等の業務

子ども家庭総合支援
センター開設準備室

3,913,650円
日額
950～1,470円

高所で昇降機の検査業務  建築審査課
1台につき
280円～400円

災害応急作業等手当

災害関係対策本部が設置
された際の河川等での応
急作業、区道の除雪作業
等

 防災危機管理課
 都市基盤管理課等

144,800円
日額
800円

特定危険現場業務手当

足場の不安定な高所での
業務、汚水管の管きょ内
等での業務

 施設整備課
 施設保全課
 建築審査課等 54,040円

日額
280円～400円

感染症予防業務手当
法定感染症等の患者等に
接する業務

 感染症対策課
 地域健康課等

96,900円
日額
300円～4,000円

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和５年度） 9.6%

手当の種類（手当数） ５

手当名 業務内容
主な支給対象職員

（所属）
支給実績

（令和５年度決算）
手当額

支給実績（令和５年度決算） 43,850千円

支給職員1人当たり平均支給年額（令和５年度決算) 103,909円

（注）１　特別区内から支給率の低い地域へ異動となった場合、当該異動日から２年を経過するまでの間、特
　　　　別区内の支給率を用いるよう定められています。

支給対象職員 4,374人 1人

国の制度（支給割合） 20.0％ 0％

支給実績
（令和５年度決算）

支給総額 支給職員１人当たり平均支給年額

3,125,875千円 716,944円

支給対象地域 特別区内に勤務する職員
館山さざなみ学校に

勤務する職員
（千葉県館山市）

支給割合 20.0％ 0％
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　（５）時間外勤務手当

　（６）その他の手当（令和６年４月１日現在）

手当名
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

支給職員１人当
たり平均支給年
額(５年度決算)

 扶養手当 異なる
内容及び
支給単価

190,163円

 住居手当 異なる
内容及び
支給単価

167,640円

 通勤手当 異なる
交通用具
利用者の

単価
127,679円

 管理職手当 異なる 支給単価 1,119,485円

 初任給調整
 手当

異なる
支給期間

及び
支給単価

2,320,400円

 単身赴任
 手当

異なる 支給単価 0円

宿日直手当 異なる
内容及び
支給単価

34,755円

 管理職員
 特別勤務
 手当

異なる 支給単価 19,222円

 寒冷地手当 同じ － 0円

管理職員が臨時、緊急の必要等により、週休日
又は休日に勤務した場合および週休日以外の日
の午前０時から午前５時までの間にあって正規
の勤務時間以外の時間に勤務した場合に支給
○部長級 週休日等以外　　　  6,000円
　　　　 勤務時間６時間以下 12,000円
 　　    勤務時間６時間超　 18,000円
○課長級 週休日等以外　　　　5,000円
         勤務時間６時間以下 10,000円
  　 　  勤務時間６時間超 　15,000円

865千円

11月から翌３月までの各月の初日に、任命権者
が特別区人事委員会の承認を得て定めた寒冷な
地域に在勤する職員に対し支給
○世帯主で扶養親族のある職員　17,800円
　その他の世帯主である職員　10,200円
　その他の職員　7,360円

0円

科学技術等の専門的な知識を有する職員の採用
を容易にし、民間における賃金との較差等を考
慮して支給（区では医療職給料表(一)の職にあ
る医師・歯科医師に支給）
○期間に応じて118,000円から268,500円

6,961千円

公署を異にする異動等に伴う転居のため配偶者
と別居し単身で生活することを常況とする職員
に対し支給
○基礎額　30,000円（加算額 6,000円から
14,000円）

0円

宿日直勤務を命ぜられた職員が勤務した場合に
支給
【災害警戒態勢】
○通常の日から始まる宿日直
　 ５時間以上の場合　 8,900円
　 ５時間未満の場合　 4,450円
○年末年始の日から始まる宿日直
　 ５時間以上の場合　11,200円
　 ５時間未満の場合　 5,600円
【児童福祉施設職員が行う入所者介助等】
○通常の日から始まる宿日直
　 ５時間以上の場合　 6,200円
　 ５時間未満の場合　 3,100円
○年末年始の日から始まる宿日直
　 ５時間以上の場合　 7,800円
　 ５時間未満の場合　 3,900円

1,390千円

自ら居住するため住宅を借り受け、月額27,000
円以上の家賃を支払っている世帯主等
○年齢に応じて8,300円から27,000円

166,969千円

通勤のために交通機関、交通用具を利用する職
員に対し支給
○限度額　1月当たり55,000円

492,203千円

管理・監督の地位にある職員に対し支給
○職に応じて66,500円から142,400円

204,866千円

扶養親族を有する職員に対し支給
○子　9,000円
○その他の扶養親族　 6,000円
　※16歳から22歳までの子に対し、一人につき
月額4,000円を加算

208,989千円

支給実績（令和４年度決算） 1,109,046千円

職員1人当たり平均支給年額（令和４年度決算） 251,484円

支給実績（令和５年度決算） 1,131,266千円

職員1人当たり平均支給年額（令和５年度決算） 257,223円

（注）　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（５年度決算）」と同じ年度の４月
　　　１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除
　　　く。）であり、短時間勤務職員を含みます。

内容及び支給単価
支給実績

（５年度決算）
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５　特別職の報酬等の状況（令和６年４月１日現在）

　（１）人件費の状況（普通会計決算）

区長 ／

副区長 ／

議長 ／

副議長 ／

議員 ／

（５年度支給割合）

　（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

副区長

議長 （５年度支給割合）

副議長

議員

（支給時期）

区長 任期ごと

副区長 任期ごと

　　　　：議長等　報酬月額×45／100

　

（注）１　期末手当の額は、給料及び地域手当の月額又は報酬月額に一定の加算をし、上記の支給率を乗じた
　　　　額となります。

［加算］：区長等　(給料＋地域手当※)×20／100＋給料×25／100(※地域手当＝給料月額の12％)

　　　２　退職手当の「１期の手当額」は、令和６年４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期
　　　　（４年＝48月）勤めた場合における退職手当の見込みの額です。

退職手当

（算定方式） （１期の手当額）

1,158,200円×在職年数×475/100 22,005,800円

  929,500円×在職年数×345/100 12,827,100円

年度計

1.985月 2.065月 4.05月

期末手当

区長
６月期 12月期

６月期 12月期

年度計

1.875月 1.955月 3.83月

報酬

931,500円 956,000円 856,000円

785,800円 809,000円 763,500円

614,100円 621,000円 594,800円

区分 給料月額等

給料

【参考】特別区における最高額／最低額

1,158,200円 1,286,000円 914,400円

929,500円 1,027,000円 810,700円
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６　職員数の状況

　（１）部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年度４月１日現在）

区分 対前年

部門 増減数

議会 19 (1) 19 (1) 0人

総務 756 (25) 781 (25) 25人
ＳＤＧｓ未来都市計画の推進、
国勢調査準備対応

普 税務 148 (1) 147 (0) △1人 育休等過員解消

　（２）職員給与費の状況（普通会計決算）
通 民生 1,747 (67) 1,751 (76) 4人 地域生活支援事業対応強化

会 衛生 633 (17) 573 (14) △60人
新型コロナウイルス感染症対策
業務減

計 労働 1 (0) 1 (0) 0人

部 農林水産 1 (0) 1 (0) 0人

門 商工 72 (0) 66 (1) △6人 産業振興構想策定業務終了

土木 511 (12) 525 (12) 14人
宅地造成及び特定盛土等規制法
に基づく監督事務対応

小計 3,888 (123)人 3,864 (129)人 △24人

225 (19) 222 (20) △3人 小中学校用務民間委託

4,113 (142)人 4,086 (149)人 △27人

137 (5) 135 (5) △2人

4,250 (147)人 4,221 (154)人 △29人

4,135 人 4,135 人 0人

　　　　  

教育部門

職員数
主な増減理由

５年度 ６年度

　　　２．（　）内は、定年前再任用短時間勤務職員数及び暫定再任用短時間勤務職員数の合計
　　　　を外書きした数です（令和５年度は暫定再任用短時間勤務職員数のみ）。

　　　３．条例定数とは、事務事業を執行していくために必要な職員定数の上限を条例で定めた
　　　　ものです。

小　計

公営企業等会計

合　計

条例定数の合計

（注）１．職員数は一般職に属する職員数であり、条例定数外職員（休職者・公益的法人等への
        派遣職員等）を含み、会計年度任用職員を除いています。
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　（２）年齢別職員構成の状況(令和６年４月１日現在)

       （人）

　（３）職員数の推移

 

（注）各年における定員管理調査において報告した部門別職員数

※　年齢は年度末年齢

 一般行政 3,833 3,893 3,915 3,880 3,888 3,864 31 （0.8%）

 教　育 237 236 228 218 225 222 △ 15 （△6.3%）

 警　察 0

 消　防 0

 普通会計計 4,070 4,129 4,143 4,098 4,113 4,086 16 （0.4%）

 公営企業等会計等 143 141 136 137 137 135 △ 8 （△5.6%）

 総合計 4,213 4,270 4,279 4,235 4,250 4,221 8 （0.2%）

令２年 令３年
過去５年間の
増減数（率）

令４年令元年 令５年 令６年年度
部門別

年度
部門別

年度
部門別

年度
部門別

区分
20歳
未満

20歳
～

23歳

24歳
～

27歳

28歳
～

31歳

32歳
～

35歳

36歳
～

39歳

40歳
～

43歳

44歳
～

47歳

48歳
～

51歳

52歳
～

55歳

56歳
～

59歳

60歳
以上

計

６年度 0 123 477 486 414 416 269 259 332 493 510 442 4,221
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1
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2
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0
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0
歳
以
上

６年度の構成比

元年度の構成比
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